
２．主たる事務所の所在地、ディスクロ－ジャ－担当部署及びその電話番号
(1) 主たる事務所の所在地 東京都江東区有明３丁目１番地３４号(ＴＦＴビル西館６階)

(2) ディスクロ－ジャ－担当部署 総務部総務課 03-3570-5511（代表）

３．平成１５事業年度の事業計画の概要

(1) 審判員、選手の検定及び登録並びに競走車の登録
小型自動車競走の審判員の検定及び小型自動車競走に使用する小型自動車の検定を地区ごとに

実施するとともに、小型自動車競走に出場する選手の検定を選手養成所において実施し、合格者
及び合格した競走車の登録を行う。

(2) 小型自動車競走会に対する指導
小型自動車競走会に対し、オ－トレ－ス開催業務の改善及び統一的運営を図るため、業務部門
別の会議等を通じて適切な指導を行う。

(3) 選手の出場あっせん
選手の競走成績を審査し、成績に応じた級別の決定を行い、全国６カ所のオ－トレ－ス場にお

いて開催されるレ－スに出場する選手のあっせんを行う。
(4) 審判員、選手の養成及び訓練

小型自動車競走の実施に必要な審判員の養成を行うとともに、第29期選手候補生の養成を実施
する。また、登録された審判員、選手に対する訓練を地区ごとに実施する。
(5) 小型自動車等機械工業振興事業に関する事業

機械工業における構造改革の推進のための事業環境の整備、地域の機械工業と中小機械工業の
事業展開の促進、機械工業における循環型経済社会の構築に向けた取組みの促進、機械工業にお

ける国際交流の推進に寄与すると認められる事業を実施する法人に対し、補助する。
(6) 体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の振興に関する事業

公益の増進に資するため、体育、環境等公益の増進、社会福祉の増進、公益車両の整備、非常
、 、 。災害の復旧及び援護 地域振興に寄与すると認められる事業を実施する法人に対して 補助する

４．平成１４事業年度の事業報告の概要
(1) 審判員、選手の検定及び登録並びに競走車の登録

種 類 新規登録 登録更新 消 除 H15.3.31現在

審 判 員 29名 97名 19名 214名

選 手 0名 163名 69名 493名

競 走 車 215車 380車 216車 1,096車

(2) 小型自動車競走会に対する指導
小型自動車競走開催業務及び小型自動車競走の統一的な運営を図るため、審判長会議等を開催
し適切な指導を実施した。

(3) 選手の出場あっせん
選手の競走成績を審査し、成績に応じた級別の決定を行い、全国６か所のオートレース場にお

いて開催されたレースに、延16,200名の出場あっせんを行った。
(4) 審判員、選手の養成及び訓練

① 審判員の養成については、志望者２５名に対し関係諸法規及び審判実務等を習得させ、資格
検定を行った。
② 選手の養成については、第28期生選手候補生に対し教養訓練を行い、31名が選手養成所を卒

業した。
また、登録の消除を申請した選手が多く、第28期選手候補生を選手として登録しても選手定



数に満たない状況となることを鑑み、平成16年度に予定されていた選手養成を１年前倒しで行
うことが小型自動車競走運営協議会で決定し、第29期選手候補生の募集の公示を平成15年3月1

日に行い、3月10日～31日の間、募集を実施した。
③ 審判員訓練については、審判長及び副審判長を対象とした中央訓練と、登録審判員全員を対
象に審判業務の充実を図るため、各小型自動車競走会ごとに地方訓練を実施した。

また、本年度から審判長及び副審判長を対象に判定技術の向上を主眼として複雑な判定等に
ついて討議するための判定研修会を新設し4回実施した。

、（ ） 、④ 選手訓練については 社 全日本オ－トレ－ス選手会の支部役員を対象とした中央訓練と
登録選手を対象にプロ精神の向上を図るため、本年度は船橋、浜松、山陽支部で地方訓練を実

施した。
また、年間で優秀な成績を収めた選手8名に対し、特別表彰を行ったほか、顕著な成績を収
めた選手30名に対し、一般表彰を行った。

(5) 小型自動車等機械工業振興事業に関する事業
機械工業における構造改革の推進のための事業環境の整備、地域の機械工業と中小機械工業の

事業展開、機械工業における循環型経済社会の構築に向けた取組みの促進、機械工業における国
際交流の推進に関する各事業を実施する法人に対し総計50件、24.5億円の補助金交付の決定を行

った。
(6) 体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の振興に関する事業
体育の振興、社会福祉の増進、医療及び公衆衛生の向上、文教、環境その他の公益の増進、非

常災害の復旧及び援護等に関する各事業を実施する法人に対し総計85件、24.4億円の補助金交付
の決定を行った。

５．国からの出資金等

(1) 資本金 なし
(2) 補助金 なし

６．関係会社
なし

７．組織の概要

(1) 役員の氏名、役職及び任期

氏 名 役 職 任 期 最 終 官 職

堀 田 俊 彦 会 長 平成13年 6月30日～平成16年 6月29日 東京通商産業局長

該 当 な し 副会長

上 野 裕 理 事 平成13年 1月31日～平成16年 1月30日 国土庁長官官房審議官

森 田 昭 康 理 事 平成14年 1月 1日～平成16年12月31日

瀧 澤 昌 人 理 事 平成11年 9月10日～平成17年 9月 9日(再任) 四国管区警察局長

小 野 昭 夫 監 事 平成13年 1月 6日～平成16年 1月 5日

（H15.3.31現在）

(2) 職員数（平成14年度末定員） 83名


